
  

［参加委員］ 

委 員 長  山本敏昭 

副委員長  安河内淳朗 

委  員  入江幸江、山本浩二、宮川英之、野島義正、伊藤 斉、竹中一郎 

記 

 

１ 視察年月日 

  令和６年１０月３０日（水）、３１日（木）、１１月１日（金） 

 

２ 視察先及び視察事項 

（１）静岡県静岡市  

 「農水産物の輸出拡大支援事業について」 

（２）愛知県豊田市 

 「衛星画像を活用したＡＩ漏水調査について」 

（３）滋賀県東近江市 

 「中山間地域における道の駅を拠点とした自動運転サービスについて」 

 

３ 視察目的 

（１）農水産物の輸出拡大支援事業について 

   海外マーケットのニーズが高まっている高品質・高付加価値な国内農水産物の

輸出拡大を図るため、海外輸出のプラットフォームを構築し、市内の事業所が海

外への安定的な輸出を促進する取組について調査研究する。 

（２）衛星画像を活用したＡＩ漏水調査について 

   デジタル技術を活用した水道管の健康診断により、水道管を見える化し、効率

的な維持管理を行う取組について調査研究する。 

（３）中山間地域における道の駅を拠点とした自動運転サービスについて 

   高齢化が進行する中山間地域における人流・物流の確保のため、道の駅を拠点

とした自動運転サービスの実証実験を得て本格導入された取組について調査研究

する。 

 

 

令和６年度 農林建設委員会行政視察報告 



  

４ 視察概要 

（１） 農水産物の輸出拡大支援事業について 

 【視察先として選定した背景】 

  近年、日本食ブームの影響や健康志向の高まりにより、国内農水産物の輸出量が

増加しています。一方、漁業や農業における後継者不足は喫緊の課題であり、家族

経営等の小規模な経営体の安定した収入を得るためには、高品質な農水産物を高単

価で購入してくれる市場が必要となります。 

  静岡市は、しずおか中部連携中枢都市圏を周辺市町と結成し、お茶をはじめとし

た農水産物の輸出拡大を図るため、海外における商談会や営業代行等を支援するプ

ラットフォームを構築し、海外への安定的な輸出を促進することで、農業の出口戦

略の一端を担っています。 

  こうしたことから、行政によるアプローチにより農水産物を高品質・高単価で扱

う海外輸出のサポートを行い、農水産業における所得の向上を図る取組の参考とな

る事例であると考え、視察先に選定しました。 

  

ア 日時 

  令和６年１１月３０日（水） １３時００分～１４時３０分 

 

イ 対応 

静岡市 

経済局農林水産部 農業政策課 課長 花村 章弘 氏 

経済局農林水産部 農業政策課 係長 大石 貴夫 氏 

経済局農林水産部 農業政策課 主査 増田 圭 氏 

 

ウ 内容 

 ○事業実施の背景 

 【しずおか中部連携中枢都市圏の概要】 

   少子高齢化・人口減少が進行し、各市町の地方創生の取組が急務となって

いる中、近隣市町が協力し、効率的・効果的な事業を連携して取り組むため、

しずおか中部連携中枢都市圏が形成された。静岡市、島田市、焼津市、藤枝

市、牧之原市、吉田町、川根本町の５市２町で形成される。 

 



  

【輸出プラットフォームのスキーム図】 

 【輸出拡大支援プラットフォーム構築事業】 

   しずおか中部連携中枢都市圏を構成する市町では、高品質・高付加価値な

農水産品が生産されてい

る。特にお茶は、多くの市

町の主要な農産物の一つ

であるが、茶農家数の減少

により耕作放棄茶園が拡

大するなど存続の危機に

あった。この状況を打開す

べく、構成市町の農水産部門による協議の結果、年々拡大する海外市場に参

入することで、生産者のさらなる所得向上を図ることとした。構成市町が一

体となったスケールメリットを生かし、高品質・高付加価値な農水産品の輸

出に向けたアプローチを行い、情報収集、商談会の開催、商談会後の営業代

行の実施、商談から契約締結、納品に至るまでのフォローを行うプラット

フォームを構築した。事業内容は、商社が海外に輸出している業務と似てい

るが、商品が売れた時に手数料を取らない仕組みとなっている。令和６年度

から事業を実施している。 

 ○令和６年度の取組 

 【茶の海外販路開拓】 

   茶の海外販路先としてアメリカを選定した。アメリカは世界最大の輸出先

国であり、取引単価も高値でＥＵよりも残留農薬基準が低く、大ロット出荷

が見込めるからである。令和６年度、静岡市は浅蒸し茶ティーバッグを輸出

品目としている。 

 【農水産物の海外販路開拓】 

   タイを海外販路先とした。タイは農水産物輸出額８位で日本食レストラン 

  がここ１０年で３倍に増えているからである。令和６年度、静岡市は加工し 

  ているわさび（チューブ、わさび塩、ドレッシング）を輸出品目としている。 

 ○今度の展望 

  海外の商習慣として、すぐに商談が成立する場合もあるが、信頼関係の構築

も含め数か月から年単位の期間を要するケースや、商談成立後も輸出に係る申

請や通関業務が発生し、輸出までには一定の期間とサポートが必要なため、ア

メリカとタイのプラットフォーム運営は継続し、営業代行、新規開拓、フォロー



  

アップを継続して行う。あわせて、アメリカではＷｅｂを活用したプロモー

ションを行う予定としている。将来的には、生産者や事業者と海外の取引先を

結び、プラットフォームを経由することなく、海外マーケットと直接交渉し、

海外輸出することができるようにすることで、生産農家等の所得が向上し、持

続可能な農水産業の実現を目指す。 

  

 

エ 主な所感 

・ 生産農家の減少、後継者不足は全国の農業従事者の傾向であり、安定した   

 収入の維持と高品質化による高収益の実現という課題への対処が求められ  

 ている中、海外需要を見越した販路の開拓を農業従事者とともに検討してい 

 くことは有意義であると感じました。 

・ 農水産物の輸出拡大支援を本  

 市に導入しようと考えたとこ 

 ろ、まずは自治体での産品の選 

 定、そして輸出国の関税条件や 

 サプライチェーンまで調査する 

 必要性を強く感じました。本市 

 は、様々な農水産物があるから 

 こそ、優先順位をつけて段階的に推進していく必要があると感じました。 

・ 全国的な農産業の衰退傾向に直面している中、持続的発展には、静岡市の  

 ように新たな市場を開拓し、輸出を通じて地場産業を活性化することが求め 

 られていると感じました。 

・ 今回の視察を参考にして、本市の今後の農水産物の輸出拡大に向けた取組 

 としては、山口県央連携都市圏域での取組が望ましいと感じました。 

 

 

 

 

 

 

 



  

（２） 衛星画像を活用したＡＩ漏水調査について 

【視察先として選定した背景】 

  近年、過去に敷設された水道管は更新の時期を迎えており、老朽化による維持管

理には、コストの増加や整備にあたる作業員の人手不足等の課題があります。 

  豊田市では、人工衛星やＡＩを活用し水道管の劣化具合や漏水リスクを可視化す

ることで、効率的に水道管の維持管理を実施しています。デジタル技術を活用し、

これまで徒歩で網羅的に行っていた漏水調査の時間と費用を約１０分の１に効率

化した水道ＤＸの取組は、Ｄｉｇｉ田甲子園２０２３にて最も高い評価を受けてい

ます。 

  こうしたことから、本市の上下水道事業の効率的で効果的な施設維持管理等を検

討するにあたり参考となると考え、視察先に選定しました。 

 

ア 日時 

  令和６年１０月３１日（木） ９時３０分～１１時３０分 

 

イ 対応 

  豊田市 

  上下水道局 企画課   主幹  岡田 俊樹 氏 

  上下水道局 水道維持課 副主幹 安藤 公織郎 氏 

 

ウ 内容 

 ○事業実施の背景 

   現在の水道事業を取り巻く環境は、人口減少による料金収入の減少や管路

更新のコストの負担、水道部門を専門にする熟練職員の減少等の課題がある。

また、漏水箇所を発見する漏水調査業務は、市が委託した調査員が水道管の

埋設されている場所に機器を当てながら調査員の耳を頼りに漏水音を聞き

取り、漏水箇所を発見する調査で、豊田市の水道管距離は、約３,６００キロ

メートルと広域で、調査員が１日に調査できる箇所は限られており、全て確

認するのに５年に一度ぐらいのペースで確認することとなる。このような課

題を解決するため、デジタル技術を活用することで水道管の健康状態を見え

る化し、効率的な維持管理事業に取り組む必要があると考えた。 

 



  

 ○ＡＩ漏水調査事業の内容 

 【劣化予測診断】 

   水道管の解析時点の漏水履歴から未来の水道管の劣化をＡＩ解析し、劣化

度を５段階で判定する技術で、劣化リスクが高い管路の更新の順位付けが可

能となった。同様の劣化予測診断を導入したガス会社と情報共有を行うこと

で、共同施工が可能となり、舗装復旧費６６０万円を削減することができた。 

 【漏水エリア特定診断】 

   過去のある時点の衛星画像をＡＩ解析し、漏水可能性エリアを検知する技

術で、これまでの漏水調査では、調査員が水道管の埋没されている場所に機

器を当てながら調査員の耳を頼りに漏水音を聞き取り、漏水箇所を特定して

いたが、漏水エリア特定診断により漏水エリアをおおよそ特定することで、

調査時間を短縮することができる。また、劣化予測診断に活用するための漏

水箇所データを増やし、予測の精度を向上させるために導入した。衛星から

特定のエリアを撮影し、電磁波を送ることで漏水箇所の特定ができるように

なった。効果として、調査期間が５年から７か月に短縮され、調査費用の削

減と漏水発見箇所を増加することができた。 

 【漏水リスク評価】 

   過去のある時点の衛星写真と解析時点までの漏水履歴等をＡＩ解析し、漏

水リスク評価を５段階で判定するもの。複数の衛星から漏水に影響を及ぼす

環境要因のデータ群（地表面温度、光学画像、気象データ、植生変化、ＳＡ

Ｒなど）と材質、使用年数、漏水履歴など水道事業体が保有する水道管路の

データを組み合わせ、ベンチャー企業独自のアルゴリズムを基にＡＩで解析

し、約１００メートル四方の漏水エリアとして高精度に５段階で判定を行う。 

○今後の展開 

   今後の展開として、収集したデータやＡＩによる分析により判明した漏水

リスクのあるものについて、維持管理修繕計画の参考として活用することを

検討している。 

 

   エ 主な所感 

    ・ 事業化へのスピード感が特筆していると感じました。最初に部局の幹部職 

     員が情報を得て、僅か１２日で外国籍企業との調整・見積依頼、翌月には次 

     年度予算への計上決定になる等、組織中心者のリーダーシップが大いに発揮   



  

     されていると感じました。豊田市においては、先端技術導入や新規事業がも  

     たらす可能性を想像し得る柔軟な組織風土であると感じました。 

・ 本市においても、上下水道局が衛星画像データを用いた漏水調査に取り組

み始めており、豊田市が取り組む先進的なＤＸ技術を活用し、管理体制のさ

らなる効率化と高精度化が期待できると感じました。 

・ 劣化予測診断の導入により、管路が老

朽化するタイミングを把握し、計画的に

修繕していくことが可能となるため、コ

スト削減とサービスの安定化に寄与でき

ると感じました。 

・ ＡＩの技術については様々な可能性があり､全国的なデータの蓄積により

精度の向上が期待できると感じました。 

・ 近年の水道事業の背景、漏水調査の現状、人口減少による料金収入の減少、

さらには職員の減少に伴い、豊田市では先進技術の研究や導入に取り組まれ

ており､全国の水道課題に貢献したいという使命感を感じました。 

 

 

（３） 中山間地域における道の駅を拠点とした自動運転サービスについて 

【視察先として選定した背景】 

  近年、人口減少や少子高齢化が進展していく中で、高齢者による交通事故の割合

が高く、都市部では、高齢者が運転免許証を自主返納する等、交通事故のリスクを

回避する傾向が見られます。一方で、中山間地域では、移動手段の確保やドライバー

不足への対応が喫緊の課題です。 

  東近江市は、高齢化が進行する中山間地域における人流・物流の確保のため、道

の駅を拠点とした自動運転サービスの実証実験を実施し、技術面やビジネスモデル

等に関する実験結果を踏まえ、全国に先駆けて本格導入しています。 

  こうしたことから、中山間地域を有し、移動手段の確保やドライバー不足への対

応が喫緊の課題である本市にとっても参考となる事例であると考え、視察先に選定

しました。 

 

  ア 日時 

    令和６年１１月１日（金） ９時３０分～１１時１０分 



  

イ 対応 

  東近江市 

  都市整備部 管理監  山本 享志 氏  

  都市整備部 課長補佐 澤  秀幸 氏 

 

ウ 内容 

○事業実施の背景 

    国土交通省では、平成２９年から、高齢化が進行する中山間地域における

生活の足の確保等のため、道の駅等を拠点とした自動運転サービスの実証実

験を実施している。東近江市では、道の駅等を拠点とした自動運転サービス

の導入により、中山間地域の課題である高齢者の買い物や通院等の移動手段

の確保を目的として、国の支援を受け自動運転サービスを開始した。 

  ○実証実験の内容 

   実証実験を短期と長期の２パターンで実施した。 

   短期（平成２９年）：自動運転の技術面の検証を目的に、２０人乗りのバスタ

イプの車両を用いて、レベル４（特定条件下における完

全自動運転）による実証実験を５日間実施した。 

   長期（令 和 元 年）：自動運転サービスを地域にどうやって定着させていくの

かというところに主眼を置き、ゴルフカートタイプの車

両を用いて、道の駅から複数の集落を結ぶ道路で実証実

験を３６日間実施した。実証実験を行う地域の選定に当

たっては、東近江市内の中で高齢率が高く、公共交通の

利用が少ない地域とした。 

  ○実装に向けた取組 

     東近江市の中山間地域では、今後さらに高齢化が進行する中で、自動車等

の運転ができない高齢者の増加が見込まれ、交通弱者の生活を支える地域に

密着した公共交通の需要が高まることが予想されたため、長期の実証実験で

取り組んでいたゴルフカートタイプの車両の自動運転サービスの実装を、東

近江市の中で高齢化が深刻な奥永源寺地域で取り組むこととした。自動運転

サービスの実装に取り組む上で、次の２点の課題解決を目指している。１つ

目は、高齢化が進む地域内の移動手段として使える交通手段の確保であり、

地域でシェアするような移動サービスを確保し、運転免許証返納等により移



  

動が困難な高齢者の移動手段を確保することである。２つ目は、コミュニ

ティバスと接続した自動運転により、高齢者の移動の負担軽減を図ることで

あり、道の駅までのちょっとした移動は自動運転を利用し、道の駅から市街

地までの移動はコミュニティバス等を利用する使い分けをすることである。

将来の方向性としては、自動運転サービスを活用して各集落から道の駅に移

動し、幹線交通としてのコミュニティバスで市街地等へ移動するような仕組

みを考えている。 

   ○自動運転サービスの内容 

     ６人乗りのゴルフカートタイプの車両を用い、自動運転レベル２（ドライ 

    バーが運転席に乗車した状態で加速、操縦、制動を全てシステムにより自動 

    運転走行し、緊急時にはドライバーが制御する）で運行する。走行路線には、 

    電磁誘導線が埋設され、車両に搭載されているセンサーが誘導線を感知しな 

    がら設定されたルート（往復約４.８km の区間）を走行する。安全対策とし 

    て、走行ルート上には、自動運転車両の走行区間であることを周知するため 

    の看板や路面標示を設置している。     

   ○運営体制 

     運行にあたっては、道路運送法の改正により令和２年１１月から創設され 

た交通事業者協力型自家用有償旅客運送制度を活用し、自動運転サービスの 

運行主体は行政の東近江市、運行管理業務等を地元の運送事業者が担い、ド

ライバーとオペレーターは地元住民が有償ボランティアとして行う。有償ボ

ランティアは地元の高齢者の方が中心となって行っている。 

○利用実績 

   運行は、週３日、１日６便で、運

賃は、単発の利用が１５０円、往復

で３００円としている。運行開始

から約３年半で、延べ４，３８６人

が利用している。ゴールデンウ

イークや紅葉時期などの観光シー

ズンには利用者が多くなる傾向がある。また、道の駅で実施される朝市への

出荷などで地元の方が荷物輸送として使用した実績もある。利用促進の取組

として、車両運行ルート沿線に精通する地域の方による音声ガイドサービス

の提供や記念乗車券の作成を行うとともに、自動運転サービスの愛称を公募



  

で募り、愛称を「けい流カー」とする等の取組を行っている。また、乗客に

Ｗｅｂアンケートを行ったところ、回答者の大半は地域外の来訪者であり、

自動運転サービスの体験や集落内観光を目的とした利用が多い傾向にある。 

○今後の課題 

   積雪の多い地域であるため、冬季は運休となる日があり、技術面に課題が

ある。また、乗客の利用状況としては観光利用が多く、そもそもの目的であ

る地域の生活の足の確保としての地元利用を定着させていく必要がある。 

 

エ 主な所感 

・ 事業の持続性を持たせるために地域との協働を中心に展開されており、交

通事業者との役割分担が明確で、収益事業の奪い合いにならない工夫が行き

届いていると感じました。 

・ 人口減少も進み、さらに高齢化が深刻な地域に自動運転サービスを実装さ

れている。交通弱者の生活を支える地域に密着した公共交通の需要が高まる

ことが予想される中、地元利用者のみならず観光としての利用も多く、収益

確保されている点は参考になりました。 

  ・ 本市においても少子高齢化が進行しており、特に交通手段が限られる山間

部に住む高齢者の移動支援が課題であり、公共交通機関の便数が限られてい

るため、高齢者の通院や買い物など日常生活における移動が困難なケースが

多く見られます。こうした課題に対し、東近江市の自動運転サービスのよう

に、地域特性を生かした自動

運転技術の導入は、本市にお

いても有効な施策と考えま

す。道の駅などの地域拠点を

活用することで、観光客など

による地域経済の活性化にも

寄与することが期待される参

考になる取組でした。 

・ 交通事業者協力型自家用有償旅客運送制度を活用し、地元の現役を引退さ      

 れた高齢者の方々に自動運転のドライバーやオペレーターの仕事を提供する 

 ことや、地元の事業者と連携する状況を作り出すことによって運営をしてい 

 ることは、大変参考になりました。 


